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　　90年代における日本企業の
　　　　　　経営理念の状況
一環境の変化と経営理念の見直しと変更一
野　村　千佳子
1　はじめに
　今日，日本企業は激変する環境の中におかれ，いままで有効であった経営管
理の方法の根底からの見直しが追られている。まず，1991年にそれまで天井知
らずの勢いで上昇してきた地価や株価が下落して以来，今日まで不況が続いて
いる。また，このバブルの崩壊をきっかけにいままでの企業中心社会で行われ
てきた不正行為が明らかになり，企業中心社会と企業慣行の反省がなされた。
だが，それから数年たった現在も粉飾決算などの不況の時代を反映した不祥事
や，不正な利益供与，官僚や政治家への贈賄などが次々と露呈し，社会的に倫
理的への関心が今までにも増して非常に高まっている。
　さらに，規制緩和や金融ビッグバンなどによる自由競争を基本とする市場経
済への移行と経営のグローバリゼーションの進展にともなって，企業活動の開
放性，透明性，公正，倫理性の高さが“グローノざル・スタンダード”として求
められるようになってきた。
　また，世界的に高付加価値産業へのシフトや知識惰報社会への移行を背景に・
経営のスピード化や創造志向が追られている。その中で，従業員個人の価値観
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の多様化への対応とともに企業の競争力強化の観点から、従来の終身雇用や年
功序列に代表される日本的雇用制度とは異なる方法で柔軟に，バックグランド
や能力の異なる多用な人材の個性や創造性を生かさなくてはならなくなってき
ている。さらに，組織内でのエンパワーメントの進展や，在宅勤務などの新し
いワーク・スタイルの導入により，個人の自律性は高まるため，彼らに対して
企業の目指す方向や進むべき遺を示すとともに，意恩決定や日常の業務におけ
る判断の根拠としての明確な基準を提示し，浸透させることが重要課題となる。
　このようなドラスティックな環境の変化は経営戦略や経営の方針の変更を余
儀なくさせ，経営理念にも少なからず影響を与えるものと思われる。本稿の目
的は，1998年5－6月に実施されたアンケートの結果を通じて，以上のような
90年代におけるさまざまな環境の変化が日本企業の経営理念にどのような影響
を与えているか，を検討することである。
2　経営理念と環境の変化
　経営理念は，広義には「経営者・組織体の行動規範・活動方針となる価値観，
あるいは指導原理（1〕」（鳥羽と浅野1984）であり，企業家や創業者個人の理念や
哲学から一企業組織，さらには企業グループの理念やミッションまでもがそれ
に含まれる。また，その個々の内容や呼称（2〕の上でも，抽象的な哲学やコン
セプトから，具体的で日常の業務において遂行可能な行動指針に至るまで，企
業によって異なっている。だが，その広義の経営理念の中に，創業者や初期の
経営者の理念を明文化した哲学的な社是社訓とは別に，経営戦略（たとえば製
晶・サービス，市場や事業領域など）と密接な関係をもつ組織の指導概念とし
ての経営理念（狭義の経営理念）をもつ企業が現在，多くなってきている。
　間（1984）は経営理念をその組織の内外に対する機能の説明を含めて「経営
上の諾制度（役割・規範の体系）の中に体現されて経営組織の統合の役割と，
その目標（より高次には目的）を示すと同時に，構成員を動機づけ，企業内外
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の人々から正当性を得ようとするイデオロギー」と定義している。
　さらに烏羽と浅野（1984）は，①経営トップ自身の行動上の自我と後継者に
対し訓えかつ手本を見せるという機能を有し，自らの姿勢と言動を強く拘東す
る性格をもつ「自戒型」（たとえば「誠実」「努力」）と，②企業内部での社員
統率用，あるいは内部管理・内部統制用的性格が強い「規範型」（たとえば
「倹約」「顧客第一」）と，③企業戦略・方針あるいは企業が直面している諸問
題について，社内はもとより主として社会一般に訴える意図を強くもつもので
ある「指導型」（たとえば「われわれは事業を通して社会に貢献する」「われわ
れの目的は……です」），の3つに分類している。①「自戒型」が歴史的・主観
的・個別的側面がもっとも強い経営理念であるのに対し，、③「指導型」が現実
的・普遍的・合理的側面がもっとも強く，②「規範型」がその中聞（3）となって
いる。この理念のタイプの分類では，経営者個人の理念から対内的な機能をも
つ組織の理念，さらに対外的な機能をもつ組織の理念へとその対象範囲が広く
なっている。
　その調査が行われた時点（1983年）においては②「規範型」と①「自戒型」
の経営理念が日本企業に多かったが，最近の研究（北屠と出口，1997）、では，
それにかわって②「規範型」と③「指導型⊥がともに多く，大企業から超大企
業〔4）になるにつれて，アメリカ企業に多いとされる後者が前者よりも多く
なっている。これば，一二つの経営理念の機能すなわち，．企業の内部に対して価・
値規範を示し，統合する「企業内統合の原理」の機能と，外部に対してコンセ
ンサスを得る対外的な「社会的適応の原理」｛5）の機能のうち近年，後者の重要
性が増してきてい，ることを示していよう，。実際に，企業外に対して示すための
「企業コンセプト型」の経営理念がζこ十数年の間に増えている。・’また，今回
の調査では東証一部上場企業から店頭登録企業を調査対象としているため，経
営者個人の理念というよりも組織の指導的な理念，または企業の目的や存在意
義やそのあり方を示した内容になっていることが多かった。
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　さらに，単に哲学的な抽象的な内容というよりも，経営戦略上の方針，企業
のすなわち進むべき遺や目的さらには目標を示す役割をもち，市場や製品や事
業領域（ドメイン）と関連するもの，すなわちより具体的・実践的な内容をも
つ，狭義の経営理念が増えてきている。これは現実的でコンティンジェントな
性質のものであるため，外部環境やさまざまなものの動向に常に注意を払い，
中長期的なスパンで時代に合わせて，現実の半歩先を行く指導的な目標である
ように見直さざるをえない｛6）。
　一方，「社訓」のように哲学や信条などの抽象的な価値を示すものは比較的
変わりにくく，社会文化的な価値観の変化がない隈り，一旦見直されることが
あったとしても長い期間残ることが多い。しかし，創業者個人の信条や経験を
明文化した理念の中でも，新しい時代環境に適応できない，つまり一般性のな
いものは見直され，組織の理念としてより永続的，一般的なものに変更される
傾向にある。また，近年，創業以来の精神を社訓として残しながら，それとは
別の次元に，哲学というよりも経営戦略の一環としての，操作的な狭義の経営
理念を，経営目的を明らかにするために，新たに作成するところが少なくない。
　このように，経営理念の性質によってその見直しのスパンが異なってくるの
で，見直しのスパンや見直しの程度によって経営理念の性質が，①永続性，②
環境適合性，③両方の性質を階層構造でもつもの，に分類される。今日の日本
企業では，さまざまな性質の内容を経営理念の申に，普遍的・抽象的で基本的
なものから時代的・具体的で手段的なものへと階層化｛7〕してもっていること
が多い。よって，その階層においては下位にいくにしたがって実際の行動に移
せるように身近で具体的な目標へとブレークダウンされている。このように内
容や表言己が明細になるとともに，常にその時々の企業の内外の環境に適合させ
るために見直しや変更の必要が多くなるものと恩われる。
　したがって，環境の変化と経営理念の関係を調査・分析にあたり，次のよう
な命題を設けた。
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表1　90年代における日本企業をめぐる環境の変化と経営課題
　　　および予想される経営理念への影響
A　バプル崩壊と長引く不況
1．バブル崩壊と長引く不況
　⇒財務体質の改善，リストラクチャリング，経営のスリム化
　⇒　「不況型」
　　　　　（不況の時代であるからこそ重視される価値や目標の重視）
B　企業倫理への関心の高まり
2．度重なる不祥事の発覚と企業倫理への関心の高まり
　⇒　企業倫理，社会的責任，遵法
　⇒従来の経営理念でカバー，もしくは企業倫理綱領を別個に作成
C　経営のグローバリゼーションと求められる経営品質
3．自由競争を基本とする市場経済への移行
4．経営のグローバリゼーションと求められる普遍的な価値
　⇒経営晶質の“グローバル・スタンダード”
　　　開放性，透明性，公正，倫理性
　⇒　内容の普遍化，一般化
D　個人／個性の尊重と創造性の発揮の必要性
　高付加価値産業へのシフト，知識情報社会への移行
　個人の価値観の多様化
　雇用の対象の多様化
⇒経営のスピード化，創造化，エンパワーメント
　　創造性や個佳を生かすマネジメントの必要性
　　個人の白葎性と価値の共宥
⇒個人，個性の尊重，変革を促す理念へ鉋
　　理念の浸透。判断の根拠になるものに有「ミッション経営」の実施。
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命題1　経営理念は環境の変化の影響を受ける
　経営理念は時代の折々で企業内外の環境に合わせてその内容の見直しや変更
　が行われている。
命題2　経営理念は90年代の環境の変化の影響を受けている
　199C年代に入って現在までに，バブル崩壊と長引く不況，企業倫理への関心
　の高まり，経営のグローバリゼーションヘの対応，個人／個性の尊重と創造
　性の発揮の必要性といった環境の変化が生じている（表1を参照）。これら
　に対応するために経営理念の見直し一変更が行われている。
3　調査の概要と分析の方法
　1998年4月一5月に杜会経済生産佳本部と共同で「杜是・社訓（8〕に関連する
調査」を行った。全国8証券市場での上場企業および店頭登録企業3179社，外
資系を含む非上場企業141社，合計3320社の広報部門に対して郵送によるアン
ケートを行い，738社から回答を得た（回収率　22．2％）。
　まず，アンケートの緒果（制定年度，制定者，現行の経営理念の内容，経営
理念とは別個の行動準則の有無，現在の経営課題の内容，ミッション経営の実
施状況）をもとに，「命題1　経営理念の内容は環境の変化の影響を受ける」
を検討する。次に，「命題2　経営理念は90年代の環境の変化の影響を受けて
いる」に対しては，アンケートにおいて「1990年以降に経営理念の見直しや変
更があった」と回答した企業のその見直しや変更の具体的な内容とその契機な
どに関する自由記述に基づいて分析を行う。
4　結果
I　「社是社訓に関違する調査」のアンケート項目の緒果
（1）制定年度・制定年代
制定年代を西暦でみると（図1），且980年代が22．4％，1990年代が26．2％を占
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めている。その詳細を見ると，1980年代前半に作成した企業が55社，80年代後
半がユ10社，1990年代前半が130社，後半（1995－1998年現在）が63社である。
とくに，年ごとの集言干をみると，1988年から1992年の間では一年ごとに30社近
くが制定していた。よって，現行の経営理念が比較的最近に作られたものであ
ることが指摘できる。
　図3は今回の経営理念の制定年代をきいたものを過去の調査のデータと比較
したものであるが，そこではそれぞれ調査時の直前にあたる時期に作成されて
いるものの比率が高くなっており｛9〕，経営理念を見直しを経た新版の導入を
もって「作成・制定」としていることがわかる。実際に，後に詳しく触れるが，
「1990年代に経営理念の見直しを行った」とする企業の多くが，その際の新
版・改訂版の導入をもって「制定」としている。したがって，定期的にとはい
えないが，随時経営理念を見直しているといえる。また，制定時期では近年が
多かったのに対し，図2の調査企業の設立年代をみると，多くの企業が戦前・
戦中もしくは戦後まもなくに設立されていることから，現在までに行く度かの
見直しや新版の制定を経ていることがわかる。
図1　経営理念の制定時期（西暦）
制定隼代 社数 比率（％）
1930年代以前 30 4，1
1940隼代 15 2．0
1950年代 71 9，6
1960隼代 103 ユ4，0
1970年代 76 ユC，3
1980年代 165 22，4
1990年代 193 26，2
N．A、 85 11，5
図2　調査企業の設立時期（西暦）
制定年代 社数 比率（％）
1930隼代以前 ユ45 19．6
1940年代 ユ94 26．3
1950隼代 ユ29 17．5
1960年代 82 11．1
1970年代 61 8．3
1980年代 26 3．5
1990年代 o O
N．A． 16 2．2
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図3　　経営理念の制定時期
作成時期 196ユ年 1982年 1987年 1995年 1998年
大正以前 5，0 3．7 10．9 2．5 2．5
昭和（戦前） 1C，9 0 12．ユ 2．2 2．4
昭和20年代 21．3 16．4 10．2 4．5 3．7
昭和30年代 56，9 ユ7．7 12．1 9．2 ユ2．8
昭和40年代 20．2 6．4 7．7 14．3
昭和50年代 35．4 29．3 9．O 11．3
昭和60年代以降（うち昭和70年代）
8．3 49．8
?．??．??
N，A． 5．9 6．3 4．5 15．2 11．5
注）日本の経営研究会（1961），経営理念研究センター準備会（1982），水口・MCEI東京・大阪
　（ユ987），北居・出口（1995），本調査，社会経済生産惟本部（ユ998）の結果による。本調査で
　は東証一都上場企業から店頭登録企業までを対象とし，制定年度をきいている壇なお，昭和70
　年代とは1995年以降のことを指す。
　（2）経営理念の内容
　先行研究とは必ずしも質問項目の内容が一致しないのだが，戦後の時代区分
ごとに経営理念の内容の変化OOを見てみると，1961年の調査ωでは，1位が
「杜会」であるが，その他の上位には「奉仕」r誠実」「和」「努力」といった，
組織内の規範や個人の姿勢に関するものと，「会社」「向上」「製晶」「発展」と
いった，企業の発展に関係するものが見られた。その意味で，前述の鳥羽と浅
野（1984）による「自戒型」と「規範型」にあたるが，とくに成長・発展志向
のものが多いという点において，高度経済成長期の経営理念としての特徴が表
れている。
　昭和50年代に入って（1976年以降）全体の43％もの企業が経営理念を見直す
ほどの大規模な見直しがあった。その見なおした企業のうち34％がCI戦略を打
ち出しており，あとは自然発生的に修正を行っていたω。昭和50年代には企業
の包括的な企業コンセプトを提起する、「企業コンセプト型」の経営理念が増
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　　　図4　経営理念の内容
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えた㈹とも指摘されているが，この時期の見直しにおいて経営理念の体系化
が行われたためであろう。
　1982年の調査ωはこの時期の経営理念が対象となっているが，依然として
「和」，「誠実」「努力」が1位から3位を占めているほか，内部規範や，望ま
しいとされる個人の仕事に臨む姿勢や心構えを示すもの（規範型）が目立つ。
その中で，1973年のオイルショック以降の不況で減量経営などを行った結果，
人問の重要性が高まり，それが経営理念の内容に反映していること⑮などが，
オイルショック以降の「安定成長期」の経営理念の特徴となっている。またこ
の時期，企業による買占めの問題や公害などで企業の社会的責任が問われるよ
うになった。
　1987年の水口らによる調査は，80年代後半以降のバブル経済による好況期の
経営理念を調査したものであるが，画期的にも「重視価値」（遣求する価値）
と「遣求姿勢」（その目的を達成するために何を重んじるか）に分けてきいて
いる㈹。前者のr重視価値」では多い順に，「社会貢猷」「顧客利益」「企業発
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図5　経営理念の内容（重複されているもの）
5　　　　　　　10　　　　　　　工5　　　　　　　20　　　　　　　25　　　　　　　30　　　　　　　彗5　　　　　　　40
展」となっており，後者の「追求姿勢」では「社内融和」「品質優良」「創造開
拓」となっている。1982年の調査で1位だった「和」はその「追求姿勢」の
「社内融和」に含まれるものと思われるので，この段階でもまだ重視されてい
るといえる。一方で，「重視価値」において「杜会貢献」「顧客利益」が上位に
きているように，経営理念が社外に対して目を向けた内容になってきている⑰。
この時代にはCI運動が盛んになってきており，コンサルタントなどの第三者
の力を借りるなどして，普逓的，一般的な内容へとより一層発展し㈱，この時
期に現在の経営理念の基礎となるものができたと思われる㈱。
　そこで，今回の調査にもとづいて現行の「経営理念の内容」の傾向臼oをグ
ラフ化したのが図4である。図では現行の経営理念の中で，その内容の言葉を
含むと回答した企業数が多い項目の順に並び替えてある。その結果，1位が
「顧客志向」で，2位が「社会との共生」で，3位が「挑戦（チャレンジ）」
であった。2位の「社会との共生」は1位の「顧客志向」とともに，！998年の
段階ですでに最も重視されている価値であった。今回，不況でものが売れない
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時代を反映しているのか，これまでの企業中心社会を反省し，ビジネスの基本
に回帰したのか，「顧客志向」がトッブになっている。
　その他，4位以降は人的資源に関するものが来ており第2グループとなって
いるおり，表1の90年代の環境の変化の「D個人／個性の尊重と創造性の発
揮の必要性」の影響を受けている，と考えられる。また，「倹約」「正直」「勤
勉」などの，以前の調査において上位にあった伝統的価値観は下位にきている。
　きらに，その内容のうち何が重視されているかを図示したのが，図5である。
「重視度スコア」は，その内容を経営理念の申にもつとした企業数に占める，
それを重視するとした企業の割合を算出したもの，であり，図5ではそのスコ
アの高い項目の順に並び替えた。ここにおいても先の「経営璽念の内容」（図
4）とほぼ同じようであるが・表1で示した「翠在の経営環境」が順位や結果
により反映している。ユ位が「顧客志向」，3位が「社会との共生」であるほ
か，伝統的価値観は下位にある。また「従業員の団結・和」を経営理念の内容
にもつ企業数の順では6位であったが，重視されている割合（「重視度スコ
ア」）では12位であった。概して挑戦，チャレンジ，イノベーションといった
企業の発展をもたらす革新性，変革志向に関する項目や，社会や地球環境，人
類などの企業の外のものに対する責任，が重視されていることがわかる。だが，
総じてr経営理念の内容」（図4経営理念の内容を表す言葉の有無と重視）で
の順位と「重視度スコア」（図5）での順位とに大差がなかったことから，経
営理念が企業の真の価値観になっている，または逆に，経営理念が企業の実態
にそぐっている，といえよう。したがって，時代環境に応じて経営理念のアッ
プデートが行われてお．り，その内容が変わってきている，といえる。よって，
命題1「経営理念は環境の変化の影響を受ける」を支持することができる。
（3）1990年以降における経営理念の見直し・変更
以上，経営理念の内容の変化ををみること，で，経営理念が時代環境に応じて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　629
58
　　　藺客志向の強化
　　　購務偉質の強化
　　　　　人材育成
　　　スピード握営
　リストラクチャリング
　　製品イノベーシヨン
裏カ主義の人享．報酬制度
　　地球鶉鏡＾の配痘
　　　　　国露化
　妹主資本利益率（㎜直〕
　　　創造桂の重視
　　企業イメージの陶上
　　　　　社会貢献
　　超織イノベーシ冨ン
　　　　　その他
企業倫理や企業不祥専の防止
　　　　女催の活用
　早稲田蘭学第380号
図6　現在の経営課題
100　　　　　　200　　　　　　ヨO0　　　　　　400　　　　　　500　　　　　　喧O0　　　　　　700
の見直しが行われいる可能性が確認された。さらに，「1990年以降の経営理念
の見直し・変更の有無」について質問した結果，785社中183社（24．8％）の企
業が見直しや変更を行っていた。変更・見直しのあった企業の属性や経営理念
の変更の時期，その具体的な内容や景気などについては，次章で詳しい分析を
行う。
　（4）経営理念と別個の行動準則の有無
　「企業倫理コード」「企業行動憲章」「倫理綱領」などの経営理念と別個の行
動準則をもっている企業は47．3％で，もっていない企業は46．5％であり，五分
五分であった。山日ヨら（1995）による企業倫理の制度化に関する調査では，「既
存の経営理念や社是・社訓とは別に『企業倫理規範』（あるいは附動指針』
もしくはこれに準ずるもの）を制定している」という企業が22．32％であり，
「『経営理念』もしくは『社是社訓』に表明されている価値行動規範を行動の
指針としている」とした企業が全体の59．82％であった。
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　（5）現在の経営課題
　「現在の経営理念」の内容と比較するために，「現在の経営課題」の内容に
関する選択肢の申から重要な順に3つあげてもらった。1－3位に選んだ企業
数の合計と，ポイント（1位3点，2位2点，3位1点とし，それぞれを企業
数に乗じて合計した）を算出し，その結果をグラフ化したのが図6である。1
位は「顧客志向の強化」であり，2位「財務体質の強化」，4位「スピード経
営」，5位「リストラクチャリング」など，不況の影響（表1「Aバブル崩壊
と長引く不況」）を受けたものと国際競争力（rC経営のグローバリゼーショ
ンと求められる経営の晶質）などを視野に入れたものが上位にきている。
　合計社数順とポイント順では順位にあまり差異がなかったが（図6），1位に
上げた企業数の多い順に見てみると（図7），1位「顧客志向の強化」，2位「リ
ストラクチャリング」，3位「スピード経営」，4位「人材育成」，5位「財務体質
の強化」’となっており，最優先課題は不況の影響を強く受けたものとなってい
る。その手段として，欧米的な経営手法をも視野に入れていた。
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　また，（2）経営理念の内容と重視するものにおいて，上位を占めていた
「顧客」に関するものと「人的資源」に関するものがそれぞれ，この経営課題
においても1位，3位であることから，経営理念と現在の経営課題は何らかの
関係があるといえる。競争力を長期的視点に立って構築するために経営理念は
重要であるといえる。
　一方，企業倫理に関してみると（表1rB企業倫理への関心の高まり」），
経営理念の内容で比較的上位にあった，「社会」や「環境」に関するものは中
位にあり，経営課題としての優先順位としては低いようである。また，企業の
社会的責任の最低限の義務のレベル，すなわち遵法佳，適法性にあたるものは
下位ににきている。
　だが，この現在の経営課題において優先順位の上位を占めていた「不況対
策」にあたるものは企業にとっての“当面の課題”であり，経営理念とは，そ
の視野のスパンの上でも異なり，経営理念や目標の階層のレベルにおいても別
次元の問題である。
　よって，経営課題は90隼代特有の環境をも含めて，時代の環境の影響を直接
受けており，経営理念の内容のいくっかもそれに対応していることから，とく
に申長期的なスパンで戦略的に行うものに関しては環境の影響を受けていると
いえる。
　（6）　ミッション経営の実施
　経営理念を浸透させ，それをさまざまな意思決定や巳常の判断の基準，共通
認識とするなどの「ミッション経営」を行っているかという問いに対して，
「している」とした企業が全体の62．3％であり，「していない」とした企業の
32．5％を大きく上回っていた。しかし，今回はそれを客観的に裏づける実際の
浸透過程や浸透度に関する質問項目を設けなかった。前述の通り，本調査によ
れば，制定者（作成者）は近代の経営者と並んで，トップマネジメントのチー
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ム，経営理念制定委員会などの複数の者が関わっていることが多く，コンサル
タントなどの第三者の力を借りているケースも少なくなかった。したがって，
近年の経営理念はその共有や浸透のために企業内外の皆に受け入れられるもの，
すなわち普遍的な内容のものになってきている。
今後ますますグローバリゼーションが進展していく中で，多様性とそれにと
もなう管理の複雑性を乗り越えるための鍵として経営理念が重要な役割を果た
すと思われる。よって必然的にますます普遍性，一般性を帯びてこようが，逆
に内容が一般的過ぎると，その企業の独自性，個性が失われることにも留意せ
ねばならない。ボーダーを趨えて存在する「企業の個性」（企業の価値観）を
明確にすることがポイントとなろう。
皿　経営理念の変更・見直しのあったケースの分析
　（7）経営理念の変更・見直しのあった企業，時期
　図8は199C年以降に経営理念の見直しや変更があった企業数を年度ごとに集
計したものであるが，それによれば，1992－93年，1996－97年の2回，ピークを
迎えている。その二つの時期は証券不祥事の発覚などにより企業倫理への関心
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がとくに高まった頃である。しかし，見直しのあった企業の見直した内容（表
2参照）をみる限り，必ずしもその直接的な影響を受けているとはいえない。
よって，何ヵ年計画やプロジェクトの終了などの別の理由によるものとも考え
られる。経営理念の変更についての具体的な先行研究や資料は少ないので，推
測にすぎないが，90年代に入って見直しを行った企業が全体の24．8％であるの
は，約20年前の変更のピーク時（昭和50年代頃）と比べると決して多くはない。
この時期，経済の成長のもたらす物質面の豊かさだけではなく心の豊かさがい
われるようになるなど，社会・文化的な環境の変化があった。さらに企業の海
外進出にともない，国際的にも通用するような，経営理念の対外的な機能を強
化した，普遍性や一般性が高く体系化された経営理念へと大規模な整備があっ
た。具体的には，社会と顧客の重視や変革志向，積極性などが重視されるよう
になった。したがって，この時期に作成し，制定されたものが今日のものの原
型となっているといえる。
　（8）経営理念の変更・見直しのあった企業の内容，契機
　経営理念の制定年度と変更や見直しのあった年度が同一の年であった企業，
すなわち経営理念の変更をもって，「新規作成」としている企業は，見直しが
あった企業183社中54社，見直し後に新しい経営理念を制定した企業（制定年
度が見直し隼度よりも後の年のもの）は12社だった。
　そこで，90年代に行われた経営理念の見直し・変更の具体的内容とその契機
について，アンケートの自由記述臼⊃をもとに，①全体的な見直しを行ったも
の，②新規に作成した部分を挿入したもの，③部分修正を行ったもの，の3つ
に分類吻を行った（表2）。
　①全体的な見直しとは，企業コンセプトや企業の目的，存在意義などの根本
的な部分からの見直しや，全く新しい経営理念を作成したことをさす。②は広
義の経営理念のうち，経営理念の階層性の中で新しいレベルのものを新たに作
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成した，もしくは従来のものとぱ全く別に新しい項目を作ったケースであり，
具体的には，行動基準・行動指針・企業憲章（17社），狭義の経営理念（16
社）のように現実性，時代性をもたせたものを新規に作成している。③部分修
正は文章の表記を改める，具体的にわかりやすくするといった表記などにおけ
る変更と，新たに一文を加えたとか，以前から使われていた言葉をより積極的
な意味合いの言葉に入れ替える，といった小規模な見直しであり，このレベル
の見直しが今回比較的多くみられた。よって，90年代における経営理念の見直
しは基礎からの抜本的な見直しではなくて，20年ぐらい前に作成された比較的
最近の経営理念の枠組みの中での，小規模な変更であることが多いといえる。
　次に，経営理念の「変更・見直しの契機」をみると，概して不況などの環境
の変化の影響というよりもむしろ，「株式の上場にあたって」とか「含併」な
どの内部事情，すなわち自社の都合によるものが多かった。企業の成長・発
展・進化の過程で従来のものでは対応できなくなるなどして別のものが必要に
表2　1990年代に経営理念の見直し・変更の内容と契機
　変更・見直しの内容
①全体的な見直し……C1導入，永年の理念の再構築，コンセプトの変更，不祥
　　（34社）　　　　　事と企業の存在意義（存在価値）や事業目的の見直し
②新規作成部分…一・行動基準，行動指針，企業憲章，などの作成が17社。経
　　（29社）　　　　　営理念が工6社。部分修正（63社）表現，表記，内容明確に，
　　　　　　　　　　体系化された理念の必要性，新時代にふさわしいもの
②部分修正
　　　キーワード
　　　　変革，創造性，独創性，環境，人聞性，顧客，社会への責任と貢献
変更・見直しの契機
　アニバーサリー，グループの理念の必要性，事業領域（ドメイン）の変更，株
　式の上場にあたって，CI導入，不祥箏と“アイデンテイテイー・クライシス｝，
　IS0取得にあたって，体系化された理念の必要性，合併
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なったのであろう。社会的な影響力の増大とともに学習が行われ，経営理念も
整備され進化している。
　またこの時期に行われている変更の方向性も，一般的，普遍的なものへの変
更，変革を促す積極的な表現への変更，社会に対する責任の再認識など，90年
代特有というよりも，近年行われてきている見直しと方向を同じくしている㈱。
ただ，以前にも増して戦略との密着度が高くなり，より時代環境に即し，実践
しやすくするために具体化してきている。また，ステークホルダーへの責任な
ど，倫理的な内容を以前にも増して帯びるようになった㈱。
　変更の契機には必要に追られてしている場合もあれば，余裕があるときに
行っている場含もある。前者に関しては，不祥事を起こしたことをきっかけに，
“アイデンティティー・クライシス”を迎え，企業の目的のレベルから根本的
に見直して新しいものを作成したケースや陵味であった従来の経営理念とは全
く別個の経営理念を作成しているケースを含め，複数見られた。
（9）経営理念の見直し・変更のあった企業の属性
　1990年代に見直しのあった企業は785社中183社であり，全体の28，4％，約4
分の1にあたる。以下，変更のあった企業の属性（どの属憧のグループにおい
て経営理念の変更があった企業の割合が高いか）を見ていきたい（表3）。
①上場区分では，東証一部において，変更した割合が比較的多かった。次に
多かったのが店頭登録企業なので，企業の発展段階や社会におけるプレゼンス
の大きさなどに応じて，整備されレベルアップした経営理念が必要となるとい
えよう。
　③製造■非製造では，若干製造業の方が多いが大差はなく，②業種では，食
料晶，ガラス・土石製品（窯業），金属製品，輸送用機器，電気・ガス業で，
変更した企業の割合が多かった。とくに業種特性㈱というものはなさそうで
あるが，奥村（1997）の調査で「経営理念を棚新したい」と回答した企業7社の
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業種と一致していることが興味深い。
　④企業の設立年代では，戦前に創立された企業において90年代に見直した企
業の割合が多かった。だが，経営理念はそれまでに何度も見直しが行われてき
ていると思われるので，あまり有意なファクターではなさそうである。一方，
⑤経営理念の制定年度では，西暦で言えば，1990年代に経営理念を制定した企
業のうち，見直しを行った企業が約4割を占める。おそらく従来の経営理念を
見直した後に新版が作成されたといえよう。だが，1990年代に作成された経営
理念に対してもすぐに見直しが行われているケースもある。また，その他では
1950年代や昭和50年代（ユ975－1984年）に作成された経営理念において見直しが
行われた割含が多かった。
　最後に，企業規模と経営理念の見直しとの関係をみたのが，⑥従業員数と⑦
資本金別である。⑥従業員数では，人数が少ない企業において，変更のあった
企業の割合が高く，いままで暖昧であった理念を見直して整備したか，新たに
表3　変更・見直のあった企業の属性
　　　　（それぞれの区分の中で変更した企業の割合が多いもの）
①上場区分……東証一部（26．脇），東証二部（19．O％），店頭公開（20．O％）
②業種一・食料晶（39．O％），ガラス・土石製品（46．7％），金属製品（29，4％），
　　　　　　輸送用機器（51．6％），電気・ガス業（36．4％）
③製造／非製造…・・製造25．9％非製造23．3％
④設立年代（西暦）　・・1900隼代41．7％（12社中15社），1940年代34．0％
　　　　　　　　　　　　（ユ94杜申66社），1950隼代　24．9％　（129社中32社）
　　設立隼代（年号）　　戦葡　25％
⑤制定年代（西暦）　ユ950年代31．0％1990年代40．4％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新版の制定であることが多い）
　　制定年代（年号）……載前　34．5％　　昭和50年代　25．0％
⑥従業員数・一500－1000人28．3％1000－3000人3L9％
　　　　　　　　3000－10000　　24．5％
⑦資本金……10億円未満25．0％500億円以上28．2％
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作成したかと考えられる。一方，⑦資本金別では，「500億以上」の超大企業と，
「10億未満」の中堅企業に多かった。大企業と中堅企業に多いという点では，
①上場区分別と似た結果が出た。
　よって総合すると，規模では「超大企業」と「中堅企業」（従業員数では中
堅から大企業にかけて）において変更した企業の割合が多い。それぞれの企業
の成長，発展段階に応じての，社会における自社の存在の大きさの認識とそれ
に応じた対応，制度や理念などの整備の過程における変更の必要性が経営理念
の変更の原因である可能性が指摘できる。
5　結果の要約
　I　環境の変化の経営理念への影響
　制定年度の分布（図1）や，1990年代に経営理念の変更があった企業が全体
の約4分の1であることから，経営1堅念の内容が時代の環境に合わせて定期的
とはいえないまでも，見直しや変更，もしくは新版の作成を行っていることが
わかった。また，経営理念の内容と現在の経営課題とには何らかの関係があり，
経営理念の内容は組織の実態にそぐうように比較的細めにアップデートされて
いた。
　皿　90年代の環境の経営理念への影響
　90年代の環境は経営理念へ影響を与え，24，8％の企業が経営理念の変更や見
直しをしている。だが，経営理念の変更や見直しの内容を具体的にみてみると
（表2），それほど大規模なものではなかった。むしろ環境の変化に対して，経
営理念のマイナーチェンジを行うか，現行のもので対応しているかにとどまる
ケースがほとんどであった。また，見直しを行ったケースでもその契機は企業
の個別の事惰によるものが多かった。全体的に，その内容の上では90年代特有
の環境の影響を受けてはいるものの，それほど大きな変化はみられないため，
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それへの対応によるものというよりも，コンスタントな見直しの一つであるよ
うだ。以下，主な環境の変化の項目について一つずつみていく。
　Lバブル崩壊と長引く不況
　「現代の経営課題」では90年代のバブル崩壊後からの不況を反映したものが
多い。だが，これらの財務関係の目標や課題は「長期的目標」，「理念」，「哲
学」とは別の比較的短期の目標であること，必要に迫られていることなどの点
において，経営理念とは別の次元の問題である。もし，経営理念の階層の中に
対象となる項目があるとすれば，下位のレベルでの変更が行われると思われる。
　2．度重なる不祥事の発覚と企業倫理への関心の高まり
　経営理念には企業倫理と関連する内容も含まれているが，経営理念と企業倫
理綱領は本来は異なる役割をもった別の物である。しかし，企業の社会的責任
やステークホルダーに対する責任という内容の経営理念をもつ企業が増えてき
ている㈱から，かなりの影響を与えていることは確かである。
　日本では企業倫理を合法性，適法性としてとらえる傾向が少なくないが，そ
の“ボトムライン”としてのそれを“企業の目的”や“現在の経営課題”にす
るような，いわば“志が低い”ケースは少なかった。しかし，積極的な意味で
の社会に対する責任や貢献を内容としてもつ企業が増えた。
　最低限守らなければならないものとしての組織内の合意である企業倫理網領，
行動準則を別にもっているとする企業は全体の約5割であった（4I（4））。
また，！995年度の企業倫理の制度化に関する調査で企業倫理の確立にむけての
取り組み．として，「『経営理念』もしくは『社是・社訓』に表明されている価値
規範を行動の指針にしている」と回答した企業が59，8％あった。企業倫理への
関心の高まりで97年度末には別個の行動準則を作成した企業の数や業界団体の
数が延びたとはいえ，依然として経営理念，もしくは社是・杜訓（とくに社
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訓）の抽象的な表現でもって企業倫理的側面をカバーしようとするむきはなく
はないだろう。だが，不祥事を起こした後で，経営理念を根本から見直す企業
の存在や，経営晶質大賞やISOの評価基準に経営理念の熟知が入っているこ
とで，その価値基準としての重要性がうかがえる。
　3．経営のグローバリゼーションと求められる経営の晶質
　経営のグローバリゼーションにより，誰でも理解し，共鳴できるような明確
で魅力的な経営理念が求められるが，このことは普遍的，永続的，一般的な内
容への変化を要求する。しかし，ここ20年ぐらいの経営理念は企業コンセプト
を示すものになってきており，そのような性質を帯びている。よってすでに実
態の方が進んでいるので，今回とくに目立った変更は見当たらなかった。
　4．個人・個性の尊重と創造性の発揮の必要性
　現在，能力・実績主義的な人事や多様佳や個性の尊重へというように人的資
源管理の方針の大きな転換期を迎えているが，人材に関しては関心が高い一方
で（現在の経営課題，経営理念の内容でともに1位），この分野に関して大き
な経営理念の見直しがあったり，新たな経営理念が作られたりしたわけではな
い。むしろ，「人材を生かす」「個人の尊重」「従業員の尊重」という従来から
の経営理念に広がり㈱をもたせてカバーしている。つまり普遍的で含みを
もった言葉で表現されているため応用が利くのである。
　こ牝はまた，臼本的雇用システムが変化し，組織の制度や構成原翼に多少の
変更があっても，組織の基本的な理念は変わらないことを示している。人材の
育成や活用は従来とは違う方法で追及されるにせよ，r現在の経営課題」でも
上位にあったことが示すように，企業の永続のためには不可欠な要素であり，
組織の長期的な理念やビジョンに基づいて行われるものであ乱
　「経営課題」のうち，この人材育成のほか顧客志向も比較的長期にわたって
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行われるもので，比較的長期にわたって存続する理念が重要となる。これらは
時代を超えた「普遍的な価値」のようであるが，昔からある経営理念でも抽象
的な表現であれば，柔軟であり，その時代時代において拡大解釈することがで
きたと思われる。今日，欧米型の自由競争の市場主義，資本主義でも存続しう
る体質づくりや，提供する財やサービスのみならず，経営の晶質においてもグ
ローバルスタンダードヘの対応すなわち，日本的経営からの“普遍的なシステ
ム”への移行，が求められるという現在においても，その具体的手段が変容し
たのにもかかわらず，「従業員の尊重」などの従来からの含みのある概念を延
長することでカバーできている。
6　総括
　90年代に入ってドラスティックな環境の変化があったが，現時点までの経営
理念の見直しやその傾向は90年代特有の環境による大規模なものではなく，む
しろ随時行われている見直しによるものである。現行の経営理念の基礎となる
ものは約15－20年前に行われた大規模な見直しと整備を経ている。社会・文化
的な価値観もその時点からは大幅には変わっておらず，これまでその枠組みの
中で小規模な見直しが行われていることが多い。
　近年行われてきている経営理念の見直しの傾向は普遍的なもの，一般的なも
の，永続的なものへの変更である。本来，経営理念は永続的なものであり，見
直しも一度行えば当分の間，行う必要がないのだが，見直した例をみると，見
直す前のものの内容は十分今でも通じるものもあるが，恐らく経営理念の焦点
が暖味であるとか，その視野が狭いとか，従業員に浸透していないなどの不都
合があったものと思われる。また，近年の経営理念は「企業コンセプト型」で
あり，その表現は暖昧であるから言葉の応用がきき，拡大解釈することによっ
て環境に適応しやすいという利点がある。
　90年代に経営理念の見直し・変更のあったケースの内容や契機を分析すると，
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マクロ環境の変化が直接的に影響しているというよりも，ミクロ環境，すなわ
ち企業個別の内部事惰によって経営理念を見直しているケースが多かった。し
たがって企業の成長と学習の過程によって経営理念が整備，発展されていく，
といえる。
　Porras＆Col1ins（1994）の『ビジョナリーカンパニー』によれば，高業績企
業の理念は環境が変化しようとも不変であり，Peters（1994）はアウトソーシ
ングやバーチャル・コーポレーションなどの，どのような戦略や組織形態を選
択するにせよ，「企業の魂は譲るな（企業の魂，すなわち理念は変わらないべ
きである）」とする。したがって，社会や文化的な価値観の変化や産業構造の
変化などにより，根本から見なおさざるをえない状況を除いて時代に合わせて
微調整する程度にとどまるであろう。要するに，経営理念がその企業の真の価
値観にもとづいて作られ，整備され，浸透していることが必要であり，時代環
境に応じて表記や細部などにおいて多少の変更があったとしても，継続するよ
うな内容をもつことが重要である。
　まとめると，現代の臼本企業の経営理念は時代に合わせて中長期的スパンで
見直しを行ってきている。環境の変化もその内容によって，経営理念を通じて
の環境への適応の仕方が異なる。90年代の経営環境の変化には先のオイル
ショック以降の不況に似た要素もあるが，経営理念の見直し自体は大規模なも
のではなかった。経営理念もいままでに何度かの見直しをへて，かつ20年ほど
前に大規模な見直しが多くの企業で行われており，すでに現行のものの原型が
できているので，現段階ではあまり大規模な見直しが行われていなかった，と
いえる。むしろ見直しの契機は，企業それぞれの成長，発展，学習の段階に応
じた個別の事惰によるものが多かった。業種特佳，規模等による特性などのよ
うな，見直した企業の属性からも目立った傾向は見出せなかっれ
　現在，経営の“グローバル・スタンダード”が求められる中，普逓的で一般
的な内容であることも重要であるが，その一方で企業のあらゆるステークホル
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ダーが理解できるように明確で，「企業の顔」，「企業の個性」，すなわちその企
業の存在意義が内外に伝わり，明確にわかるような，経営理念が必要になって
きていよう。
　しかし，現段階ではまだ90年代の環境と経営理念との関係を評価することは
できない。今後，変更・見直しが行われた企業についてさらに詳しく調査して
いくとともに，今回のテーマであった理念を通じての環境への適応のみならず，
時代を超えて環境を創出するような革新的な理念などについても研究を行って
いきたい。
本研究は1998年度早稲田大学特定課題研究助成費を受けた成果である。ここに感謝を
申し上げたい。
注（1）鳥羽と浅野（19叙）p37．
　12〕奥村（1997）p．ユ6　によれば，経営理念に相当するものの呼称には次のようなものがある。
　　企業理念，基本理念，社是．社詞11，綱領，経営方針，経営指針，企業目的、企業目標，企業使命，
　　根本精神，信条，理想，ピジョン，誓い，規（のり），モットー，目指すべき企業像，事業の秘
　　訣，事業領域，行動指針，行動基準，スローガン。
　13）鳥羽と浅野（19醐）p．39．
　（4）北居と出口（1997）による企業規模の分類では，従業員数2000人未満の企業を中堅企業，2COC
　　人以上10000人未満の企業を大企業，1O000人以上の企業を超大企業としてい孔
　15〕鳥羽と浅野（1脳）p．38、
　（6〕奥村（1996）p．3．では，このように時代に応じて見直していく経営理念（時代性）の例とし
　　てトヨタ自動章を，また真理にかなったものとして普遍的な経営理念をもつ（普遍牲）例として
　　は松下電器をあげている百後者は松下幸之助の「氷遺哲学」のような企業の使命に対する普遍惟
　　の高い理念であるのに対し，後者の理念は「豊田綱領」（昭和10年制定），「基本方針」（昭和38隼，
　　58年，平成4隼）として4回にわたって作成されている血これは経営行動の変革や時代の動きに
　　応じる「基本方針」であり，時代の流れや経営環境の変化に新たに応えるものである。
　ω奥村（1996）p，2、日本の経営理念には，①会社の使命や存在意義についての経営理念，②こ
　　れを具体化し実行あらしめる経営指針，③社員の行動を指示する行動指針，というように理想と
　　しての上位概念から実践原躍としての下位概念にいたる階層が見られ糺
　⑧　同本部の附是・社是1第3版（ユ998）発行とタイアッブで行われた調査であ乱したがって，
　　詞査にあたり，あえて哲挙的な色彩の強い社是社訓と狭義の経営理念とを一緒に扱い，その総称
　　「経営理念」に対して調査では「社是社訓」の語を用い，本稿では広義の曜営理念」の語を用
　　いた。
　19）図1は北屠・出口（1997）をもとに増補した右調査の直前に経営理念が制定された件数が多い
　　ことを指摘しているが，少しずつコンスタントに経営理念の改定が見直しが行われていることが
　　読み取れる埴
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㈹　本稿では戦後の経営理念における時代区分を①高度経済成長期、②安定成長期，③好況期（バ
　プル期），④平成不況期（ポストバブル期），としている。
（1O　閤（19触）より引用o
　ユ96／年ユユ月「日本の経営研究会」による社是・社訓の調査
　　1位「社会」2位「奉仕」3位「会社」4位「向上」5位「誠実」「製晶」7位「従業員」8
　位「発展」「努力」1O位「信用」ユ1位「和」12位「寄与」ユ3位「技術」「貢献」15位「繁栄」16位
　　「仕事」「事榮」18位「人」19位「責任」「精神」
⑫　鳥羽と浅野　（1984）
虹3　鳥羽とミ菱聖予　（工984）
○尋　間（1984〕　ユ982年ユ月「経営理念研究センター準備会」の「経営理念に関するアンケート」1
　位「和」2位「誠案」3位「努力」4位「信用」5位「誠意」6位r奉仕」7位「責任」8位
　　「貢献」9位「創意工夫」，ユO位「安全」，u位「信頼」12位「感謝」，13位「誠心誠意」　14位
　　「協カ」，「健康」，「創造」，］7位「忍耐」，ユ8位「親切」，19位「創意」20位「協調」
蝸　闇（ユ984），水口ら（ユ987）
㈹　水口（ユ987〕pp．358－369．「重視価値」の項目には，杜会貢献，顧客利益，社員生活，企業
　発展，株主・地域，人材育成，労使信頼があり．「追求姿勢」の項目には，社内融和，礼飾誠実，
　堅実効率，積極挑戦，晶質優良，研究技術，創造開拓，世界国際，勤勉努力，人聞尊重，共存共
　栄，真心熱意，がある。
ω　以前の調査とは質間項目の設定の仕方，もしくは自由記述による回答方法などが異なるため必
　ずしも単純比較はできないが，対外的機能を璽視するようになってきたといえる。しかし，1961
　年の調査で「社会」が第1位であったことは注目すべきである。
閥　今回の調査で制定者について尋ねた結果．創業者（30．9％），中興時の経営者（11．2％），近年の
　経営者（29．4％），コンサルタントなどの第三者（1．5％），わからない（3．8％），その他（18．脇）、で
　あっれ「その他」には，縫営理念制定のための委員会などのチームによるものが多く，第三者
　の指導を受けているものや，社内公募というものもあった。
（1勃河野（19瀦）p．ユ1Oは1986年の経営理念（日本生産性本部『社是社訓』，1986）の内容を1966
　年のもの（山域章編暇代の経営理念一理論編』自桃書房、1966）と比較し，顧客志向，積極
　性，箪新性などを表す項目において過去20年間で増えた，としてしている。
㈱　あらかじめキーワードを与えておき，経営理念の中にその言葉が含まれていると恩うものと，
　その中で重視しているものを選択させた。複数回答可。
㈲　今回参考にした自由記述では回答者による表現の相違，無回答などのケースが多かったので，
　今後，明確で客観的な分類墓準を設けて新たに調査・分類を行う必要があると恩われる。
鰯　さらに，今回変更のあった企業の属性項目とのクロス分析についても行ったが，変更の程度の
　分類を回答者の自由記述の内容に基づいて行った。今後，このテーマに特化してアンケートを行
　い，信頼性のある分類を行うとともに，代表的な企業にインタビューを行う必要があろう。
㈱　奥村（1996）はこれまでの経営理念の刷新は，①伝統的，日本的価値観から革新的・合理的な価
　値観へ，②利害者集団に関する経営理念について，③国際社会でのステークホルダーの利益保護，
　の点で行われてきたとしている。
㈱　しかし，今日の日本では企業倫理を合法性，適法惟としてとらえられることが少なくない。経
　営理念の中でも「リーガルマインド」，「法の遵守」を掲げているケースがいくつかみられれた。
㈱　高（1998）　は企業倫理制度化の高い業種のグループとして、不祥事型，国際化型，環境影響型，
　健康関連型，の4つを上げている。
644
90年代における日本企業の経営理念の状況 73
㈱　奥村（1996）はこれまでの経営理念の刷新は，①伝統的，日本酌価値観から革新的・合理的な価
　値観へ②利害者集団に関する経営理念について，③国際社会でのステイクホルダーの利益保護，
　の点で行われてきたとしている。
吻経営理念の暖昧催と日本企業の競争力について鳥羽と浅野（1984）は加護野・野中・構原一奥
　村（1983）『日米企業の経営比較』目本経済新聞社の議論を持ち出してい糺
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